
税 率
195万円
330万円
695万円
900万円

1,800万円
4,000万円
4,000万円

（令和8年分）

～
～
～
～
～
～

～
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10％
20％
23%
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40%
45%

人的控除等
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扶養控除
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給 220万円

360万円
660万円
850万円
850万円

～
～
～
～

～

30％ +
20%
10%

74万円
8万円
44万円
110万円
195万円

+
+

給与所得控除

　このように、所得税は、所得の大きさに応じた負担を求めることが
でき、また、家族構成などの事情に応じたきめ細かな配慮を行うこと
ができるものとなっています。

給与所得者の所得税額計算のフローチャートイメージ

　所得税は、給料や商売の利益、あるいは土地を売って得た利益などに
対して課される税金です。例えば、会社員の給与の場合、
①給与収入（年間収入）から給与所得控除を差し引いて を
算出した上で、

②

③

税金を納める人の税負担能力に配慮するため、所得金額から
などの所得控除額を差し引き、

その残額に対して （所得が高い部分ほど適用される税
率が高くなる仕組み）を適用して税額を計算します。
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「所得税」を知ろう３.
所得税について1

1

2

3

4

5

6

7

8

控除、配偶者控除
超過累進税率

所得金額

基礎

9

　諸外国と比較すると、
となっています。支出面については、社会保障以外の支出規模

は国際的に低い水準ですが、 と
なっています。
　高齢化等に伴う社会保障の給付の増加と国民の負担の関係につい
て、引き続き、国民全体で議論していく必要があります。

給付と負担のバランス5

0 10 20 30 40 0 10 20 30 40 0 20 40 6050 (%) (%) (%)0

2
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4

5

6

7

1

8

給付と負担のバランス

（注）　オーストラリアについては推計による暫定値。それ以外の国は実績値。

社会保障支出 社会保障以外の支出 租税収入

日本の税収の規模は対GDP比で国際的に低
い水準

社会保障支出の規模は中程度の水準

1 デンマーク
2 アイスランド
3 スウェーデン
4 ノルウェー
5 フィンランド
6 オーストラリア
7 フランス
8 イタリア
9 ベルギー
10 ルクセンブルク
11 英国
12 ギリシャ
13 オーストリア
14 オランダ
15 ハンガリー
16 ポルトガル
17 イスラエル
18 スペイン
19 ドイツ
20 ラトビア
21 リトアニア
22 ポーランド
23 エストニア
24 スロベニア
25 スイス
26 スロバキア
27 日本
28 米国
29 韓国
30 チェコ
31 アイルランド

1 ハンガリー
2 アイスランド
3 イタリア
4 ギリシャ
5 ベルギー
6 フランス
7 ラトビア
8 ポーランド
9 スロバキア
10 スウェーデン
11 イスラエル
12 エストニア
13 フィンランド
14 英国
15 スロベニア
16 オーストリア
17 オーストラリア
18 チェコ
19 ルクセンブルク
20 ノルウェー
21 米国
22 ドイツ
23 韓国
24 スペイン
25 オランダ
26 デンマーク
27 ポルトガル
28 リトアニア
29 スイス
30 日本
31 アイルランド

1 フィンランド
2 フランス
3 オーストリア
4 デンマーク
5 ベルギー
6 イタリア
7 ドイツ
8 スウェーデン
9 ノルウェー
10 スペイン
11 ルクセンブルク
12 ギリシャ
13 スロベニア
14 スロバキア
15 英国
16 オランダ
17 日本
18 ポルトガル
19 ポーランド
20 チェコ
21 エストニア
22 リトアニア
23 アイスランド
24 ラトビア
25 オーストラリア
26 米国
27 イスラエル
28 ハンガリー
29 スイス
30 韓国
31 アイルランド

44.2
32.8
32.8
32.4
30.3
29.8
29.4
29.2
28.8
28.7
27.9
27.8
27.7
27.0
25.1
25.0
24.8
23.8
23.0
22.2
21.9
21.7
21.7
20.8
20.3
20.2
19.7
19.5
19.0
18.1
18.0

33.0
26.1
26.0
25.3
25.1
24.8
24.7
24.3
24.1
23.7
23.5
23.1
22.5
22.4
22.1
22.0
21.9
21.4
21.4
21.3
21.1
21.0
21.0
20.4
20.3
19.4
18.9
18.1
17.9
15.6
9.2

33.3
32.1
30.2
28.0
27.7
27.4
27.0
26.3
25.5
25.1
25.0
24.4
24.3
24.1
23.8
23.6
23.1
23.1
22.6
22.3
20.0
19.3
18.8
18.7
18.2
17.9
16.5
16.3
15.3
14.6
12.9

（2023・対GDP比） （2023・対GDP比） （2023・対GDP比）
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基礎控除 ●本人
※低中所得者の税負担に配慮し、所得階層ごとに控除を最高42万円上
乗せ。

2,500万円以下
（2,350万円超から控除額が逓減）

配偶者控除 ●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円以下である
　配偶者（控除対象配偶者）を有する者

1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）

配偶者特別控除 ●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円を超え１３３
   万円以下である配偶者を有する者

1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）

扶養控除 ●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円以下である
　一定の親族等（扶養親族）を有する者

特定親族特別控除
●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円を超え123
万円以下である19歳以上23歳未満の親族等（特定親族）
を有する者

―

―

障害者控除 ●障害者である者
●障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者 ―

寡婦控除
①夫と離婚したもので、かつ、扶養親族を有する者
②夫と死別した後婚姻をしていない者
  ※ひとり親に該当する者は除く
  ※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外

500万円以下

ひとり親控除
●現に婚姻をしていないもので、かつ、生計を一にする子（総
　所得金額等が62万円以下）を有する者
   ※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外

500万円以下

勤労学生控除 ●本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等である者 89万円以下かつ
給与所得等以外が10万円以下

対象者 本人の所得要件
（合計所得金額）

　原則全ての方に適用される基礎控除や、個人の様々な事情（世帯構　原則全ての方に適用される基礎控除や、個人の様々な事情（世帯構
成など）を踏まえた控除が設けられています。

主な人的控除について3
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7

8

　収入には様々なものがありますが、その収入の性質によって次の10
種類の所得に分けられます。また、それぞれの所得の性質に応じて、所
得の計算方法、課税方式などが定められています。

所得の種類 対　　　象 課税方式

利子所得 公社債や預貯金の利子などに係る所得 源泉分離課税

申告不要
総合課税
申告分離課税

総合課税

総合課税

総合課税

総合課税（注）

総合課税

総合課税（注）

分離課税

分離課税

配当所得

不動産所得

事業所得

給与所得

退職所得

山林所得

譲渡所得

一時所得

雑 所 得

不動産や船舶、航空機などの
貸付けによる所得

  農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、
サービス業、その他の事業から生ずる所得

退職手当などの所得

山林の譲渡などによる所得

資産の譲渡による所得

公的年金などの所得
上記の所得のいずれにも当てはまらないもの

営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の
一時の所得で労務その他の役務又は資産の
譲渡の対価としての性質を持たないもの

給料、賞与などの所得

法人から受ける配当などに係る所得

（注）一部、分離課税として取り扱われるものがある（株式等の譲渡による所得、土地等の譲渡による所得、先物取引による所得など）。

主な所得の種類について2
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基礎控除 ●本人
※低中所得者の税負担に配慮し、所得階層ごとに控除を最高42万円上
乗せ。

2,500万円以下
（2,350万円超から控除額が逓減）

配偶者控除 ●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円以下である
　配偶者（控除対象配偶者）を有する者

1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）

配偶者特別控除 ●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円を超え１３３
   万円以下である配偶者を有する者

1,000万円以下
（900万円超から控除額が逓減）

扶養控除 ●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円以下である
　一定の親族等（扶養親族）を有する者

特定親族特別控除
●生計を一にし、かつ、合計所得金額が62万円を超え123
万円以下である19歳以上23歳未満の親族等（特定親族）
を有する者

―

―

障害者控除 ●障害者である者
●障害者である同一生計配偶者又は扶養親族を有する者 ―

寡婦控除
①夫と離婚したもので、かつ、扶養親族を有する者
②夫と死別した後婚姻をしていない者
  ※ひとり親に該当する者は除く
  ※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外

500万円以下

ひとり親控除
●現に婚姻をしていないもので、かつ、生計を一にする子（総
　所得金額等が62万円以下）を有する者
   ※住民票の続柄に「夫（未届）」「妻（未届）」の記載がある者は対象外

500万円以下

勤労学生控除 ●本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等である者 89万円以下かつ
給与所得等以外が10万円以下

対象者 本人の所得要件
（合計所得金額）

　原則全ての方に適用される基礎控除や、個人の様々な事情（世帯構　原則全ての方に適用される基礎控除や、個人の様々な事情（世帯構
成など）を踏まえた控除が設けられています。

主な人的控除について3

12

1

2

3

4

5

6

7

8

　収入には様々なものがありますが、その収入の性質によって次の10
種類の所得に分けられます。また、それぞれの所得の性質に応じて、所
得の計算方法、課税方式などが定められています。

所得の種類 対　　　象 課税方式

利子所得 公社債や預貯金の利子などに係る所得 源泉分離課税

申告不要
総合課税
申告分離課税

総合課税

総合課税

総合課税

総合課税（注）

総合課税

総合課税（注）

分離課税

分離課税

配当所得

不動産所得

事業所得

給与所得

退職所得

山林所得

譲渡所得

一時所得

雑 所 得

不動産や船舶、航空機などの
貸付けによる所得

  農業、漁業、製造業、卸売業、小売業、
サービス業、その他の事業から生ずる所得

退職手当などの所得

山林の譲渡などによる所得

資産の譲渡による所得

公的年金などの所得
上記の所得のいずれにも当てはまらないもの

営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の
一時の所得で労務その他の役務又は資産の
譲渡の対価としての性質を持たないもの

給料、賞与などの所得

法人から受ける配当などに係る所得

（注）一部、分離課税として取り扱われるものがある（株式等の譲渡による所得、土地等の譲渡による所得、先物取引による所得など）。
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相続税の仕組み

　相続税は、相続等により財産を取得した場合に、その取得した財産に
課される税です。財産の価額が高くなるほど税率が上がる累進税率を
適用することで、 を図るという役割を果たしています。

　相続税は、相続した財産の価額から基礎控除といわれる一定の額を
控除して計算します。この基礎控除の水準は、バブル期の地価の上昇
に伴い引き上げられてきましたが、その後、地価は下落を続けている
にもかかわらず、基礎控除の水準は据え置かれてきました。また、税率
も徐々に引き下げられてきました。そのため、相続税が課されるのは、
亡くなられた方の 4%程度に低下し、相続税の再分配機能が低下して
いるといった指摘がされていました。

相続税について1

14

課税遺産
総額

基礎控除

債務控除

配偶者
(1/2)

(1/4)
子

非課税財産等

3000 万円

× 法定相続人数

各法定相続人の
法定相続分相当額

＋
600 万円

額
総
の
税
続
相

(1/4)
子

相続税の総額の計算 各人の納付税額の計算

課税価格 ●　配偶者控除
　配偶者の法定相続分又は 1 億 6 千万円のいずれか
　大きい金額に対応する税額を控除

●　障害者控除
　「85 歳に達するまでの年数 ×10 万円（特別障害者
　：20 万円）」を控除 等

●　未成年者控除
　「18 歳に達するまでの年数 ×10 万円」を控除

税率
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額
税

配偶者

子 納付

納付子

～1,000 万円
～3,000 万円
～5,000 万円

～1 億円
～2 億円
～3 億円
～6 億円
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「相続税」と「贈与税」を知ろう４.
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資産の再分配

　所得税の最高税率は、かつて70%（課税所得8,000万円超の部分）
でしたが、負担累増感の緩和等を目的として、引き下げられてきまし
た。その後、 を図るため、平成27年（2015年）分
以後については、課税所得4,000万円超の部分について45%の税
率が創設されました。

個人所得課税の税率などの推移（イメージ図）
昭和59年分～61年分 平成元年分～10年分   平成11年分～18年分  平成19年分～26年分       平成27年分～

税
得
所

税
得
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税
民
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人
個

給与収入

給与収入

給与収入

給与収入 給与収入給与収入

給与収入

給与収入

給与収入 給与収入

70%
50%

37% 40% 45%

88% 65%
50% 50% 55%

15段階 5段階 4段階 6段階 7段階

所得税

個人住民税

所得税

個人住民税
所得税

個人住民税
所得税

個人住民税 個人住民税
所得税

40%

43%
50%

30%

33%

33%

23%
20%

20%

10%

15%
10%

5%

所得税の負担の変化4

主要国における個人所得課税の実効税率の比較（夫婦子２人（片働き）の給与所得者）
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再分配機能の回復

（注1）比較のため、モデルケースとして第1子が就学中の19歳、第2子が就学中の16歳として計算している。
（注2）表中の数値は各国の実効税率である。なお、端数は四捨五入している。
（注3）日本については所得税、個人住民税（所得割）及び復興特別所得税が含まれる。米国については連邦所得税、ニューヨーク州所得税及びニューヨーク市所得

税が含まれる。ドイツについては所得税及び連帯付加税（所得税額の0～5.5％）が含まれる。比較の観点から、各国の社会保障に関する税及び保険料は含
めていない。

（注4）各国において負担率を計算するにあたっては、様々な所得控除や税額控除のうち、一般的に適用されているもののみを考慮して計算している。
（注5）日本については令和8年度税制改正に基づいている。
（備考）平均賃金は、OECD Statによる2024年の数値で、日本：500.3万円、米国：82,933ドル（1,285.5万円）、英国：44,806ポンド（909.6万円）、ドイツ：50,257ユーロ

（904.6万円）、フランス：44,909ユーロ（808.4万円）。邦貨換算レート：1ドル＝155円、1ポンド＝203円、1ユーロ＝180円（基準外国為替相場及び裁定外国為
替相場・令和8年（2026年）1月中適用）。

日本

米国

フランス

ドイツ

英国

平均賃金比

（2026年1月現在）


